
  

新座市告示第２９４号 

ダイレクト型制限付き一般競争入札を執行するので、新座市契約規則（昭和 

５０年新座市規則第１５号。以下「契約規則」という。）第１４条の規定に基づ

き次のとおり公告する。 

令和８年８月２６日 

 

 

新座市長 並 木  傑 

 

 

１ 入札対象工事 

⑴ 工 事 名 新座市公共下水道新堀幹線改築工事（大規模下水道管路特別重

点調査事業） 

⑵ 工事場所 新座市本多一丁目、西堀一丁目地内 

⑶ 工事期間 令和８年１０月９日（金曜日）から 

令和９年１１月２９日（月曜日）まで 

⑷ 予定価格 ６４５，９２９，９００円（消費税及び地方消費税の額を含

む。） 

⑸ 工事概要 埼玉県電子入札共同システム（以下「電子入札システム」とい

う。）により公開する設計図面、仕様書等（以下「設計図書等」

という。）のとおりとする。 

２ 入札手続等の方法 

資料の提出、届出及び入札は、新座市電子入札運用基準（平成２１年４月１

日市長決裁）に基づき、電子入札システムにより行う。 

３ 契約条項を示す場所 

契約規則及び新座市公共工事請負契約基準約款（平成１１年新座市告示第 

１３７号）は、財政部管財契約課及び新座市ホームページ（https://www.city. 

niiza.lg.jp）において閲覧することができる。 

４ 競争参加資格確認申請書の提出 

入札参加を希望する者は、次に示す期間内に電子入札システムにより競争参

加資格確認申請書を提出する。 

令和８年８月２７日（木曜日）午前８時３０分から 

令和８年９月１４日（月曜日）午後５時まで 

５ 入札執行の日時等 

https://www.city.


  

入札執行の日時等は、次のとおりとし、これを変更する場合は、電子入札シ

ステム上で案内する。 

⑴ 入札書提出期間 令和８年９月１５日（火曜日）午前８時３０分から 

令和８年９月２９日（火曜日）午後３時まで 

⑵ 開札日時 令和８年９月３０日（水曜日）午前９時１５分 

⑶ 開札場所 新座市役所 本庁舎４階 副市長応接室 

⑷ 開札は公開とする。 

⑸ 入札参加者又はその代理人は、開札に立ち会うことができる。立会いのた

めに来庁したときは、本庁舎４階管財契約課窓口において受付を行うものと

する。 

６ 入札に参加できる者の形態 

単体企業とする。 

７ 入札に参加する者に必要な資格 

本件入札に参加できる者は、次に掲げる要件に該当する者とする。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規

定に該当しないこと。 

⑵ 契約規則第１３条の規定により市の競争入札に参加させないこととされて

いないこと。 

⑶ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

がなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再

生手続開始の申立てがなされている者については、市長が別に定める競争入

札参加資格の再審査を受けていること。 

⑷ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規定による土木工事業に

係る特定建設業の許可を受けていること。 

⑸ 公告日の前日において、令和７・８年度の新座市建設工事等競争入札参加

資格者名簿（以下「資格者名簿」という。）に土木一式工事を受注希望工事

として登載され、新座市、朝霞市、志木市、和光市、さいたま市、川口市、

蕨市、戸田市、川越市、狭山市、入間市、ふじみ野市、富士見市、所沢市又

は三芳町に新座市と契約を締結する権限を有する者を置く本店又は支店を有

し、資格者名簿登載時の経営規模等評価結果通知書に係る土木一式工事の総

合評定値が１，３００点以上であること。 

⑹ 令和３年度以降に、公共工事（国又は地方公共団体の元請契約）において、

１事業につき５，０００万円以上の同業種の施工実績を有すること。この場

合における施工実績は単体企業のものとし、新座市の資格者名簿に登載され



  

ている者以外の本店又は支店の施工実績を含めるものとする。 

⑺ 土木工事業について、開札日から１年７月前の日以降の日を審査基準日と

する建設業法第２７条の２３第１項の規定による経営事項審査を受けている

こと。ただし、経営事項審査の審査基準日は、開札日に直近のものとし、第

３号に該当する者にあっては、手続開始決定日以降のものであること。 

⑻ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、新座市の契約に係る入札参

加停止等の措置要領（平成２１年４月９日市長決裁）に基づく入札参加停止

措置を受けていないこと。 

⑼ 本件入札の公告日から落札決定までの期間に、新座市の契約に係る暴力団

排除措置要領（平成２１年６月１日市長決裁）に基づく入札参加除外措置を

受けていないこと。 

⑽ 主要取引先からの経営状態を理由とする取引停止の事実がないこと。 

⑾ 電子入札システムで利用可能な電子証明書を取得し、電子入札システムの

利用者登録が完了していること。 

⑿ 建設業法に規定された資格を有する者を、本工事の主任技術者又は監理技

術者として配置できること。ただし、下請契約の総額が、５，０００万円

（建築一式工事の場合にあっては８，０００万円）以上となる場合は、監理

技術者を配置しなければならない。 

また、請負代金額が、４，５００万円（建築一式工事の場合にあっては 

９，０００万円）以上となる場合に配置する主任技術者又は監理技術者は、

専任でなければならない。ただし、建設業法第２６条第３項ただし書を適用

する場合は、この限りでない。 

８ 入札参加資格の有無の確認 

新座市ダイレクト型制限付き一般競争入札実施要領（平成１９年３月３０日

市長決裁）に基づき、開札後に確認する。 

９ 設計図書等の公開 

令和８年８月２６日（水曜日）から、電子入札システムにより公開する。 

１０ 設計図書等に関する質問及び回答 

設計図書等に関して質問がある場合は、次のとおり、電子入札システムによ

り質問書を提出すること。 

⑴ 質問書提出期間 令和８年８月２７日（木曜日）午前８時３０分から 

令和８年９月７日（月曜日）午後４時まで 

⑵ 質問に対する回答 

質問に対する回答は、令和８年９月１４日（月曜日）から電子入札システ



  

ムで公開する。 

１１ 現場説明会 

開催しない。 

１２ 最低制限価格 

設定する（開札後に公表する。）。 

１３ 入札保証金 

契約規則第２１条第３号の規定により免除する。 

１４ 契約保証金 

契約規則第４条から第７条までの規定による。 

１５ 支払条件 

⑴  前 金 払 は 行 う （ 請 求 金 額 は 、 請 負 代 金 額 の ４ ０ パ ー セ ン ト 以 内    

（１，０００円未満切捨て）とする。）。 

⑵ 中間前金払は行う（請求金額は、請負代金額の２０パーセント以内  

（１，０００円未満切捨て）とする。）。 

⑶ 部分払は行わない。 

１６ 入札に関する注意事項 

⑴ 入札の執行 

電子入札システム上で競争参加資格確認申請書受付票を受領した者であっ

ても、開札日時の時点において入札参加資格がない者は、入札に参加できな

い。 

⑵ 入札書に記載する金額 

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に

記載すること。 

⑶ 提出書類 

工事費等内訳書を電子入札システムによる入札書提出の際に添付すること

（ファイル名は、業者名が判別できるものにすること。）。 

⑷ 入札回数は１回とする。 

⑸ 入札の辞退 

新座市電子入札運用基準の規定による。 

⑹ 独占禁止法など関係法令の遵守 



  

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭

和２２年法律第５４号）等に違反する行為を行ってはならない。 

⑺ 電子くじ 

落札候補者となるべき同額の入札をした者が２人以上あった場合は、電子

入札システムにより電子くじを実施して落札候補者を決定する。 

⑻ 入札の無効 

次のいずれかに該当する入札は無効とする。ただし、オ及びケについて、

当面の間、工事費等内訳書に、材料費、労務費及び当該公共工事に従事する

労働者による適正な施工を確保するために不可欠な経費として国土交通省令

で定めるものその他当該公共工事の施工のために必要な経費の内訳の記載が

ない場合でも、無効とはしない。 

ア 入札に参加する資格のない者がした入札 

イ 電子証明書を不正に使用した者がした入札 

ウ 郵便、電報、電話又はファクシミリにより提出した者がした入札 

エ 市の指定する工事費等内訳書又は入札公告において示したものを提出し

ない者がした入札 

オ 不備な工事費等内訳書を提出した者がした入札 

カ 工事費等内訳書の積算価格と入札書の入札金額が一致しない入札（工事

費等内訳書の積算価格と入札書の入札金額の差額が１万円未満の場合を除

く。） 

キ 明らかに連合によると認められる入札 

ク 入札後に辞退を申し出て、その申出を入札執行者に受理された者がした

入札 

ケ 紙入札による場合で、次のいずれかに該当する入札をした者がした入札 

 記名押印を欠くもの 

 金額を訂正したもの 

 記載事項を訂正した場合においては、その箇所に押印のないもの 

 押印された印影が明らかでないもの 

 記載すべき事項の記入のないもの又は記入した事項が明らかでないも

の 

 代理人で委任状を提出しない者がしたもの 

 他人の代理を兼ねた者がしたもの 

 ２以上の入札書を提出した者がしたもの又は２以上の者の代理をした

者がしたもの 



  

コ アからケまでに掲げるもののほか、指定した事項に反した者がした入札 

１７ 落札候補者の決定に関する事項 

落札候補者は、開札において、予定価格と最低制限価格の範囲内で一番低い

価格で入札をした者とする。落札候補者があるときは、落札候補者の入札参加

資格を確認するため、落札決定を保留する。 

１８ 入札参加資格の審査等 

落札候補者は、次のとおり書類を提出しなければならない。 

なお、入札参加資格審査の結果、落札者が決定したときは、他の入札参加者

の入札参加資格の審査は行わない。 

⑴ 提出書類 

ア ダイレクト型制限付き一般競争入札参加資格審査申請書 

イ 公共工事施工実績調書及び添付書類（契約書の写し及び履行を証明する

書類） 

ウ 配置予定技術者届及び添付書類（監理技術者又は主任技術者の資格を証

する書類等の写し） 

⑵ 提出方法等 

ア 提出期限 落札候補者を決定した日の翌日（閉庁日を除く。）の午後４

時３０分 

イ 提出場所 財政部管財契約課へ持参又は電子入札システムにより提出す

ること。 

⑶ 入札参加不適格通知等 

ア 落札候補者が入札参加資格を有すると認められなかった場合は、入札執

行者は、入札参加不適格通知書を送付する。 

イ アの入札参加不適格通知書を受け取った者は、当該通知書を受け取った

日から起算して３日以内（閉庁日を除く。）に、その理由について財政部

管財契約課に書面を提出することにより問合せをすることができる。 

ウ 落札候補者が提出期限までに入札参加資格審査のための書類を提出しな

いとき、又は落札候補者が入札参加資格審査のために入札執行者が行う指

示に応じないときは、当該落札候補者のした入札は効力を失う。 

１９ 落札者の決定 

入札執行者は、前項第１号の書類が提出されたときは、速やかに落札候補者

について入札参加資格の審査を行い、入札参加資格を満たしているときは、そ

の者を落札者として決定し、当該書類が提出された日から起算して３日以内

（閉庁日を除く。）にその者に通知する。ただし、入札参加資格に疑義が生じ



  

た場合は、この限りでない。 

２０ 入札結果の公表 

入札結果は、落札者決定後に、電子入札システムで公開するとともに、財政

部管財契約課で公表する。 

２１ 契約の締結期限及び落札失効に関する事項 

契約は、落札者の決定後１０日以内に締結するものとし、その期間内に契約

書を提出しない場合は、落札はその効力を失うものとする。 

なお、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭

和４０年新座市条例第１８号）第２条の規定による契約については、仮契約を

締結し、市議会の議決後に本契約となる。 

２２ 契約の締結に関する事項 

落札者が契約を締結しないときは、落札金額の１００分の５に相当する額の

違約金を徴収するものとする。 

２３ その他 

⑴ 新座市ダイレクト型制限付き一般競争入札《電子入札方式》参加者心得

（平成２１年４月１日市長決裁）を熟知の上、新座市電子入札運用基準に基

づき入札に参加すること。 

⑵ 提出された第１８項第１号に定める書類は返却しない。 

⑶ 落札者は、配置予定技術者届に記載した配置予定技術者を当該工事の現場

に配置すること。 

⑷ 配置予定技術者が特定できないときは、複数の候補者を配置予定技術者届

に記載すること。 

⑸ 落札者決定後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定技術者の専任制違反の事実

が確認された場合は、契約を結ばないことがある。 

⑹ 新座市契約に係る労働環境の把握に関する要綱（平成２７年新座市告示第

３９号）に基づき、落札者に対し労働環境の確認を行うものとする。 

⑺ 本工事は、新座市建設工事（土木工事）における「週休２日制工事」実施

要領（現場閉所型）の対象工事である。 

（https://www.city.niiza.lg.jp/soshiki/4/shuukyuu2ka.html 参照） 

なお、本工事の予定価格は、「完全週休２日」を確保する場合の補正を 

行っているため、「完全週休２日」が達成できない場合、その達成状況に応

じて、減額の契約変更を行うものである。 

⑻ 入札参加者は、入札後、この告示、設計図書等、現場等についての不明を

理由として、異議を申し立てることはできない。 

https://www.city.niiza.lg.jp/soshiki/4/shuukyuu2ka.html


  

⑼ この告示に記載のない事項については、新座市ダイレクト型制限付き一般

競争入札実施要領の規定によるものとする。 

２４ この告示に関する問合せ先 

財政部管財契約課契約検査係 

電話番号 ０４８－４７７－２２８１（管財契約課直通） 


